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安全・安心科学技術委員会(第 27 回) H23.6.17安全･安心科学技術プロジェクト(地域社会分野)の概要等 
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山梨大学 

鈴木猛康 

 

 

東京大学  

(独)産業技術

総合研究所 

平成

20 

～22

年度 

 

 

《目的》 

地域コミュニティと行政が協働して、我が国のすべての地域に共通す

る課題である災害情報の共有化を図り、減災を実現するための体制とそ

れを支援する情報システムを構築する。 

《達成目標》 

①住民・行政協働ユビキタス減災情報システムのプロトタイプの開発 

②山梨県を試験フィールドとした試験適用することにより、地域防災

力向上を実証 

③開発成果をオープンソースとして公開し、実証フィールドへの実装と

他地域への展開 

具体的には、関係機関や地域コミュニティにおける情報共有ルールを

構築した上で、既開発の地方自治体の災害対応管理システム、情報共有

データベース、情報収集ツール等のシステム、ツールを拡張する他、減

災情報共有プロトコル（MISP）の拡張によって、地域住民、行政機関と

ともに、様々な防災関係機関の情報システムの連携を可能とする。 

リスクコミュニケーションを適用した行政と地域

コミュニティの減災体制構築プロセスを実践した。地

域防災 SNS、災害対応管理システム等の情報共有アプ

リケーションを減災情報共有プロトコルによって連

携させ、住民・行政協働の災害対応を可能とする住

民・行政協働ユビキタス減災情報システムを構築し

た。この情報システムを、山梨県、県内市町村ならび

に地域コミュニティに適用し、実証実験（図上訓練、

防災訓練、トリアージ訓練）を通して、住民・行政協

働による減災体制構築に有効であることを実証した。

本課題では、地震、豪雨、噴火とい

う災害の進展過程が大きく異なる事象

を検討対象とした。本課題で開発した

様々なアプリケーションは、災害対策

における情報共有という基本的事項を

可能とするものであり、どのような自

然災害にも適用可能である。また、県

～市町村～住民の情報連携は、災害対

策基本法の範囲の災害対応である限

り、本課題で未検討の政令指定都市を

除き、他県への適用も可能である。新

潟県見附市では本格運用を、神奈川県

藤沢市では試験運用を行っている。 

本課題では、地域の災害情報シ

ステムは、オープンソースのアプ

リケーションを、地域のソフトウ

ェアハウスが開発、維持管理し、

災害時の緊急事態に対応できる

ことを重要視しており、そのため

地元のソフトウェアハウスにプ

ログラム開発補助業務を担当さ

せた。社会実装に当たっては、今

後、県の指名業者制度への対応を

図る必要がある。 

地域水害リ

スクマネジ

メントシス

テムの構築

と実践 

熊本大学 

大本照憲 

平成

20 

～22

年度 

《目的》 

ワークショップ形式による地域住民との対話（リスクコミュニケーシ

ョン）をベースとしながら、熊本市をはじめとした行政機関と連携を図

りつつ、災害情報発信システムと洪水・避難シミュレータなどリスクコ

ミュニケーション支援システムを統合した地域水害リスクマネジメント

システムを構築する。 

《達成目標》 

今後の水害に対する社会資本整備において、地域コミュニティの視点

に立って、流域管理と地域計画の具体的な連携方策について議論し、“水

害に対して安全・安心な地域社会”を実現する実践システムを「熊本大

学」から地域社会へ提供する。 

（提供システム) 

①地域水害情報収集・警報発令システム（水位計・雨量計・WEB カメラ）

②防災衛星情報データ受信・配送システム 

③防災情報ネットワークシステム（熊本大学・熊本市・対象校区間） 

④地域防災学習支援システム 

⑤災害時要援護者の避難状況・安否確認システム 

⑥水害状況の CG 可視化システム  

本プロジェクトの直接的な成果は、概要欄に示す 6
つの提案システムを開発し、安定運用している点であ
る。しかし、間接的ではあるかもしれないが非常に大
事な点は、「地域社会へ実装してゆくためには、地域
住民とのコミュニケーション・プロセスやコラボラテ
ィブ・モデリングが非常に重要なプロセスとなる」こ
とを示し、実践手法を提案し、継続したことである。

社会実装に至るまでのコミュニケーション・プロセ
スの記述については、ワークショップ以外でも地域の
中に入り込んだ住民の行動記録などを詳細に記録し、
分析することで、地域中での合意形成の時系列過程を
行動心理学的に把握した。また、地域住民とのコラボ
ラティブ・モデリングに関しては PDCA サイクルに基
づく手法を提案し、実践を行なってきた。 

プロジェクトの初期段階においては、地域住民との
人間関係の構築を目標とすること。住民の中にあるニ
ーズをワークショップ等の適切な場を設けて聞きな
がら、そのニーズが必要とするシステムをタイミング
よく提供し、協働感を持っていただき、住民の声がシ
ステムに反映されてゆくしくみが大切であることを
示した。 

地域住民とのコラボラティブ・モデ
リングに関しては PDCA サイクルに基
づく手法については、すでに地区の形
態がことなる 4 つの地区で実施し、適
用性を確認した。 
  熊本市壺川校区 
  熊本市向山校区 
  熊本市若葉校区 
  人吉市温泉地区 
①、②、③のシステムに関しては、安
定運用の確認が取れたので、すでに 
  熊本市壺川校区 
  熊本市若葉校区 
  人吉市温泉地区 
の 3箇所で運用中である。 

また、⑤のシステムについても携帯
電話が通じない中山間部で適用できる
ように簡易無線との組み合わせを行
い、熊本県山都町での通信実験を行っ
た。 

 プロジェクト終了後の地域展
開に際しては、地方行政期間との
連携が不可欠であり、地域に入る
当初から行政機関との打ち合わ
せが必要である。 

プロジェクト期間中に熊本県
との連携を模索していたが、無事
に行政懇談会・情報交換会の立ち
上げができた。3月の東北沖太平
洋地震に伴う津波災害により、全
国的な地震・津波防災計画の見直
し作業が始まろうとしている。熊
本県・熊本市でも同様であるが、
本プロジェクト期間中に連携体
制がほぼ出来上がっていたため、
5 月 26 日に熊本県の委員会を立
ち上げることが可能となった。 

今後、本プロジェクトでの成果
を生かせるようにしてゆくこと
が大きな課題である。 

時空間処理

と自律協調

型防災シス

テムの実現 

 

 

 

 

東京工業大学 

角本繁 

 

 

(独)防災科学 

技術研究所 

京都大学 

（株）テクノ 

平成

20 

～22

年度 

 

《目的》 

地域管理に必要な各種の情報を統一的に扱う「時空間データベース技

術」と、機関・部署ごとに独立に管理される情報を有機的に連携させる

「自立分散情報協調技術」との融合によって、災害時に人命を救い、復

興を促進する自治体情報システムを実現する。 

《達成目標》 

遠軽町をモデル自治体として災害対応業務の高度化、関連機関の広域

連携によって災害などに起因するピーク時の業務にもゆとりを持って住

民に対応できる体力強化を実現するとともに、必要な連携体制および情

報システムの開発と地元関連機関への「社会実装」を目指す。 

（研究構成） 

①時空間情報基盤の高度化と時空間データベース機能の研究 

②自律分散型情報連携とアドホック通信の研究 

③リスク対応型自治体システム構築技術の研究 

④広域モニタリングと環境計測技術の研究 

⑤安全安心と地域活性化に関するニーズ分析の研究 

⑥安心安全情報システムの定着化に関するプロセス研究 

時空間データベースと自律協調機能とによって、緊

急対応にも活用できる平常時の自治体業務システム

を構築した。遠軽町では実運用して、業務コストが削

減できたため、全庁への応用拡大が進んでいる。 

長距離無線 LAN と無線を併用するアドホック通信

も利用する自治会と自治体との情報連携によって、安

否・被災情報を集約し、効率的な救助活動ができる災

害対応システムを実装した。遠軽町の全自治会への導

入方針が決定された。 

観測車による道路計測、衛星画像による環境計測に

よる情報基盤の構築方式を確立した。 

地元でシステムの維持、応用拡大をする実装方式で

定着化を図った。 

時空間データベースは、災害の種類

や適用環境に依存しない。そのため、

緊急対応が求められた口蹄疫対策にも

即応できた。 

東日本大震災では、被災自治体（那

須烏山市）の復興業務で運用を開始し

ている。被災地の被災情報整理にも利

用されている。 

パソコン単体でもネットワークを利

用した連動なども要求に応じた利用が

可能で、導入が容易である。 

本研究で提案した STABLE カード（QR

コード利用）は、安全安心を守るため

に多目的に使える。また、震災で電話

が錯綜していても利用できた。自治体

システムとも導入経費が小さいため、

併せて他地域への展開が期待される。

自治体への実装で必要となる、

自治体の意思決定には時間がか

かる。無理のない時間をかけて、

導入支援を行い、地元開発者の育

成を行うことで、確実な社会実装

が進められる。 

定着化を含めた社会実装を目

標とすると本プロジェクトでは、

期間が短すぎる。地元への技術伝

授を進める拠り所になる研究環

境が必要である。 





地域水害リスクマネジメントシステムの構築と実践
研究代表機関：熊本大学（研究代表者：大本 照憲）



時空間処理と自律協調型防災システムの実現
研究代表機関：東京工業大学（研究代表者：角本 繁）
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